
（２）母子家庭等の就業支援対策の充実・強化について

母子家庭等自立支援対策については、平成1４年に母子及び寡婦福祉法

、 、 、 、等が改正され 平成１５年度から ①子育て・生活支援策 ②就業支援策

③養育費の確保策、④経済的支援策の４本柱による自立・就業に主眼を置

いた総合的な自立支援策を展開しているところであるが、母子家庭の平均

年間収入はなお低い水準にあり、低所得世帯が多くを占める状況に大きな

変化はみられないところである。

経済・雇用環境が非常に厳しい状況にある中、母子家庭等の自立促進の

ためには、一層、就業支援に力を入れていく必要があるが、各事業につい

ては、未実施の自治体もなお多いことから、未実施の自治体におかれては

事業の空白地がなくなるよう早急に事業を開始するとともに、既に事業を

実施している自治体においても、積極的な取組を行うことにより、母子家

庭の就業の促進が図られるようお願いする。

また、就業支援に関する施策については、ハローワーク等の労働関係機

関においても様々な施策を実施しており、母子家庭の母等の就業支援を推

進するためには、それらの施策も活用することが必要である。そのため、

各自治体におかれては、ハローワーク等の労働関係機関と十分に連携を図

り、それらの実施している施策も含め広報等を行うとともに、各事業の実

施にあたってもよく連携し、効果的な実施に努められたい。

さらに、前述の児童扶養手当の一部支給停止措置に関しては、児童扶養

手当担当部局と就業支援等担当部局とが連携しつつ、各種就業支援施策の

周知やそれらの利用に向けた働きかけについて、特段の配慮をお願いした

い。

① 母子家庭等就業・自立支援事業

ア 母子家庭等就業・自立支援センター事業

本事業については、センターの設置については全国的にサービスの体

制が整ったところであるが、就業支援事業等の各メニュー事業ごとの実

施状況をみると、自治体によりかなり差がある状況である。一貫した就

業支援サービス等を提供するという事業の趣旨に鑑みれば、全てのセン

ターにおいて、全てのメニュー事業が実施されることが望ましいので、

未実施のメニュー事業がある自治体におかれては、早急に実施すること

をお願いする （関連資料１１（220頁 ）。 ）

また、本事業の実施にあたっては、(1)職業紹介の許可の取得、(2)ホ

ームページの開設等により効果的な事業の実施に努めるとともに、(3)

平日の夜間や土日祝日における相談の実施 （4）相談中や講習中に子、

供を預かる託児コーナーの設置、(5)女性相談員の設置等、母子家庭の

生活実態に即した実施が可能となるよう、きめ細かな支援体制を整備さ

れたい。
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